
 

独立行政法人国立美術館職員育児・介護休業規則 

 

平成１８年３月３１日 

国立美術館規則第２９号 

［一部改正：令和６年３月２１日 国立美術館規則第１１号］ 

 

第１章 総 則 

（目的） 

第１条 この規則は、独立行政法人国立美術館職員勤務時間、休日及び休暇等に関する規則（平

成１８年国立美術館規則第１８号。以下「勤務時間等規則」という。）第２３条の規定に基づき、

職員の育児休業・介護休業等について定めることを目的とする。 

 

第２章 育児休業 

（育児休業の対象者） 

第２条 育児のため休業を希望する職員で、次の各号のいずれにも該当する者は、この規則の定

めるところにより、子を養育するためにする休業（以下「育児休業」という。）をすることがで

きる。 

 （１） 満３歳に達する日までの子と同居し、養育する者 

 （２） 育児休業終了後、引き続き勤務する意思のある者 

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当する者は、特別の事情がある場合を除き育児休業をする

ことができない。 

（１） 養育する子（双子以上の場合は同一の子とみなす）について、既に２回の育児休業（次

条に規定する出生時育児休業を除く。）をしたことがある者 

（２） 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年

法律第７６号。以下「育児・介護休業法」という。）第６条の規定に基づく協定により、同

条第１項及び育児休業・介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律施

行規則（平成３年労働省令第２５号。以下「育児・介護休業法施行規則」という。）第８条

で定める者の範囲内であって育児休業の対象者から除外するとされた者 

（出生時育児休業） 

第２条の２ 職員は申出により、出生時育児休業（育児休業のうち、この条に定めるところによ

り、養育する子が出産予定日前に出生した場合にあっては当該出生の日から、当該出生予定日

から起算して８週間を経過する日の翌日まで、当該子が出産予定日後に出生した場合にはあっ

ては当該出産予定日から、当該出生の日から起算して８週間を経過する日の翌日までの期間内

に４週間以内の期間を定めてする休業をいう。以下同じ。）をすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、次に該当する者は出生時育児休業をすることができない。 

（１）当該子について、既に２回の出生時育児休業をしたことがある者 

（２）当該子にかかる出生時育児休業をする日数が２８日に達している者 

（３）育児・介護休業法第９条の３の規定に基づく協定により、同法第６条第１項及び育児・

介護休業法施行規則第８条で定める者の範囲内であって育児休業の対象者から除外すると

された者 



（育児休業の申出） 

第３条 育児休業（出生時育児休業を含む。以下同じ。）を希望する職員は、当該育児休業にかか

る子が満３歳に達する日までの範囲内（出生時育児休業にあっては、前条第１項に定める範囲

内）において、育児休業をする予定の連続する期間の初日（以下「育児休業開始予定日」とい

う。）及び末日（以下「育児休業終了予定日」という。）とする日を明らかにして、申し出るもの

とする。 

２ 育児休業の申出は、原則として、育児休業開始予定日の１月前（出生時育児休業にあっては、

２週間前）までに、育児休業申出書を提出するものとする。 

３ 育児休業の申出において、その事由を確認する必要がある場合は、育児休業の申出をした職

員（以下「育児休業申出者」という。）に対し、証明書類の提出を求めることがある。 

４ 育児休業申出者は、当該申出をした後に申出にかかる子が出生した場合には、その旨を遅滞

なく報告しなければならない。  

（申出の撤回等） 

第４条 育児休業申出者は、育児休業開始予定日の前日までは書面を提出することにより、当該

申出を撤回することができる。 

２ 前項の規定により撤回された育児休業は、特別の事情がある場合を除き、１回取得されたも

のとみなす。 

（育児休業期間の変更等） 

第５条 育児休業申出者が、育児休業開始予定日の原則として１週間前までに申し出た場合は、

育児休業及び出生時育児休業１回につき１回に限り育児休業開始予定日を変更することができ

る。 

２ 育児休業をしている職員が、育児休業終了予定日の原則として１月前（出生時育児休業にあ

っては原則として２週間前）までに申し出た場合は、育児休業及び出生時育児休業１回につき

１回に限り育児休業終了予定日を変更することができる。ただし、特別の事情があると認めた

場合には、複数回にわたり育児休業終了予定日を変更することができる。 

（育児休業の終了） 

第６条 育児休業終了予定日（前条により変更された場合は、変更後の育児休業終了予定日）と

される日の前日までに次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合は、当該事情が生じた日

（第６号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その前日）に育児休業は終了する。 

（１） 育児休業にかかる子が死亡した場合 

（２） 育児休業にかかる子が育児休業申出者の子でなくなった場合 

（３） 育児休業にかかる子が育児休業申出者と同居しなくなった場合 

（４） 民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１項の規定による請求に係る家事

審判事件が終了したとき（特別養子縁組の成立の審判が確定した場合を除く。）又は養子縁

組が成立しないまま児童福祉法第２７条第１項第３号の規定による措置が解除されたとき。 

（５） 育児休業申出者が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、当該育児休

業申出にかかる子を養育することができない状態になった場合 

（６） 育児休業申出者が、独立行政法人国立美術館職員の勤務時間、休暇等に関する細則（平

成１８年国立美術館規則第１９号。以下「勤務時間等細則」という。）１２条第６号若しく

は第７号の規定による特別休暇を取得し、又は介護休業若しくは新たな育児休業を始めた



場合 

（７） 第２条第２項第２号又は第２条の２第２項第３号に該当することとなった場合 

２ 育児休業をしている職員は、前項各号に掲げる事情が生じた場合には、遅滞なく、申し出な

ければならない。 

 

第３章 介護休業 

（介護休業の対象者等） 

第７条 負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、２週間以上の期間にわたり常時介

護を必要とする状態（以下「要介護状態」という。）にある家族を介護する職員は、この規則の

定めるところにより、当該家族を介護するためにする休業（以下「介護休業」という。）をする

ことができる。 

２ 前項に定める家族とは、次の各号に掲げる者（以下「対象家族」という。）とする。 

（１） 配偶者 

（２） 父母 

（３） 子 

（４） 配偶者の父母 

（５） 祖父母、兄弟姉妹又は孫 

 （６） 前各号以外の家族で国立美術館が認めた者 

３ 第１項の規定にかかわらず、次に該当する者は介護休業をすることができない。 

（１） 当該対象家族について、３回の介護休業をした者 

（２） 当該対象家族について、介護休業をした日数が６月に達している者 

（３） 育児・介護休業法第１２条の規定に基づく協定により、同条第２項及び育児・介護休

業法施行規則第２３条で定める者の範囲内であって介護休業の対象者から除外するとされ

た者 

（介護休業の申出） 

第８条 介護休業を希望する職員は、対象家族が要介護状態にあることを明らかにし、かつ、一

の継続する要介護状態につき６月の範囲内で、介護休業を必要とする予定の連続する期間の初

日（以下「介護休業開始予定日」という。）及び末日（以下「介護休業終了予定日」という。）と

する日を明らかにして、申し出るものとする。 

２ 介護休業の申出は、原則として、介護休業開始予定日の２週間前までに、介護休業申出書を

提出することにより行うものとする。 

３ 介護休業の申出において、その事由を確認する必要がある場合は、介護休業の申出をした職

員（以下「介護休業申出者」という。）に対し、証明書類の提出を求めることがある。 

（申出の撤回等） 

第９条 介護休業申出者は、介護休業開始予定日の前日までは書面を提出することにより、当該

申出を撤回することができる。 

２ 介護休業の申出を撤回した職員が、撤回した介護休業にかかる対象家族について再び介護休

業を申し出た場合は、その対象家族について介護休業をすることができる。 

（介護休業終了予定日の変更） 

第１０条 介護休業をしている職員が、介護休業終了予定日の原則として２週間前までに申し出



た場合は、１回に限り介護休業終了予定日を変更することができる。ただし、特別の事情があ

ると認めた場合には、複数回にわたり介護休業終了予定日を変更することができる。 

（介護休業の終了） 

第１１条 介護休業終了予定日（前条により変更された場合は変更後の介護休業終了予定日）と

される日の前日までに次の各号に掲げるいずれかの事情が生じた場合は、当該事情が生じた日

（第４号に掲げる事情が生じた場合にあっては、その前日）に介護休業は終了するものとする。 

（１） 介護休業にかかる対象家族が死亡した場合 

（２） 介護休業にかかる対象家族が介護休業申出者の対象家族でなくなった場合  

 （３） 介護休業申出者が、負傷、疾病又は身体上若しくは精神上の障害により、対象家族を

介護することができない状態になった場合 

 （４） 介護休業申出者が、勤務時間等細則第１２条第６号若しくは第７号の規定による特別

休暇を取得し、又は育児休業若しくは新たな介護休業を始めた場合 

  （５）  第７条第３項第２号に該当することとなった場合 

２ 介護休業をしている職員は、前項各号に掲げる事情が生じた場合には、遅滞なく、申し出な

ければならない。 

（介護休業の特例） 

第１２条 介護休業の対象者のうち、特に必要がある場合は、１日を単位とする部分介護休業を

取得することができる。 

２  前項の部分介護休業の申出については、第８条から第１１条の規定を準用する。この場合に

おいて、「介護休業」とあるのは「部分介護休業」と読み替えて適用する。 

３  部分介護休業申出者は、介護のため勤務しない日（以下「介護日」という。）を当該介護日の

１週間前までに届け出るものとする。ただし、最初の介護日は部分介護休業開始予定日と同一

とし、少なくとも２週間以上の期間について一括して届け出るものとする。 

 

第４章  育児・介護のための勤務時間の短縮等 

（勤務時間の短縮） 

第１３条 職員は、育児又は介護を必要とする場合には、１日の所定の勤務時間を短縮した勤務

に就くことができる。この場合の期間及び時間については次の各号のとおりとする。 

 （１） 小学校就学の始期に達したのち６月を経過するまでの子を養育する期間 １日につき

１時間又は２時間 

 （２） 要介護状態にある対象家族を職員が介護をするために要する期間 １日につき１時間

又は２時間 

２ 前項第２号の期間は、連続する３年間の範囲とする。 

３ 第１項各号の時間は、始業時及び終業時に３０分単位で分割することができるものとする。 

４ 第１項の勤務時間の短縮の承認を受ける場合には、あらかじめ所定の様式に必要事項を記入

し、申し出なければならない。 

（始業及び終業の時刻の変更） 

第１４条 職員は、育児又は介護を必要とする場合には、１日の所定の勤務時間を変更すること

なく勤務時間等規則第３条第２項及び勤務時間等細則第３条に基づき定めるところにより、勤

務に就くことができる。 



２ 前項の勤務に就くことができる期間及び申し出の方法は、前条（第３項を除く。）の規定を準

用する。 

 

第５章  その他の事項 

 （育児休業に伴う代替職員の雇用） 

第１５条 育児休業の申し出があった場合において、当該申し出に係る期間（以下「申し出期間」

という。）について職員の配置換その他の方法によって当該申し出をした職員の業務を処理する

ことが困難であると認めるときは、当該業務を処理するため、申し出期間を限度として、期間

を定めて代替職員（期間の定めのある職員としての在職期間（平成２５年４月１日以降の在職

期間に限る。以下同じ。）を有する代替職員を雇用する場合には、申し出期間及びこれらの在職

期間を通算して５年を超えない期間）を雇用することができる。 

 

附 則 

この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成２２年６月２５日 国立美術館規則第１２号） 

この規則は、平成２２年６月３０日から施行する。 

 

附 則（平成２５年３月２２日 国立美術館規則第４号） 

この規則は、平成２５年３月２３日から施行する。 

 

附 則（平成２８年１１月３０日 国立美術館規則第６号） 

この規則は、平成２９年１月１日から施行する。 

 

附 則（令和４年９月３０日 国立美術館規則第１４号） 

この規則は、令和４年１０月１日から施行する。 

 

附 則（令和６年３月２１日 国立美術館規則第１１号） 

この規則は、令和６年４月１日から施行する。 

 

 


